
高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した 
建築設計のあり方に関する検討委員会 

第１回委員会 

 

日時：平成 28年 9 月 9 日（金）10：00～12：00 

場所：都市センターホテル 5階オリオン 

 

議事次第 

 

１． 開会  

２． 挨拶 国土交通省  

３． 委員紹介  

４． 委員長選出 

５． 委員長挨拶 

６． 議事 

６－１ 高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計のあり方に関する

参考資料の作成について 

６－２ 他の検討における各団体の意見等について 

６－３ 主要検討項目に係る検討の方向性 

６－４ 意見交換 

７． その他  第２回委員会の予定について 

８． 閉会 

 

【配布資料】 

資料 1-1 委員会規約、委員名簿、配席図 

資料 1-2 「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計のあり方に関する検討

委員会」について 

資料 2 他の検討における各団体の意見等の整理 

資料 3 主要検討項目に係る検討の方向性について 

資料 4 検討のスケジュール等 

 

参考資料 1 バリアフリー化に向けた政府の取組の全体像（ユニバーサルデザイン 2020 関

係府省等連絡会議 第３回街づくり分科会 参考資料１） 

参考資料 2 建築設計標準の改訂経緯の整理 

参考資料 3 高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準（平成 24年度抜粋版） 

  



高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計のあり方に関する 
検討委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 2020 年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会の開催に向け、東京のみなら

ず全国の建築物のバリアフリー化を一層進めるため、建築設計標準の改正について調査・検討を実施

するため「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計のあり方に関する検討委員会」（以下

「検討委員会」という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 検討委員会は、「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準」（以下「建築設計

標準」という。）の改正内容について検討する。 

 

（組織） 

第３条 検討委員会は、別表に掲げる委員をもって組織する。 

2 委員の任期は、委嘱の日から、平成 29 年 3 月 31 日までとする。 

 

（委員長） 

第４条 検討委員会に委員長を 1名置き、委員の互選によりこれを定める。 

2 委員長は会務を総理し、検討委員会を代表する。 

 

（検討委員会） 

第５条 検討委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

2 委員長は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、委員以外の出席を求め、意見を

聞くことができる。 

 

（議事の公開） 

第６条 委員会の会議は公開するものとし、その議事要旨は公開するものとする。ただし、委員長が公

開することが適当でないと認めたときはこれを公開しないことができる。 

 

（庶務） 

第６条 検討委員会の庶務は、（一財）国土技術研究センターが行う。 

 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、検討委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が検討委員会に

諮って定める。 

 

付則 この要綱は、平成 28 年 9 月 9 日から施行する。 
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高齢者・障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計のあり方に関する検討委員会 

委員名簿 

 

【学識経験者】 

髙橋 儀平 東洋大学ライフデザイン学部 教 授 

佐藤 克志 日本女子大学家政学部住居学科 教 授 

松田 雄二 東京大学大学院 工学系研究科建築学専攻 准教授 

布田 健 国土技術政策総合研究所 住宅研究部住宅生産研究室 室長 

【障害者団体等】 

今西 正義 特定非営利活動法人 ＤＰＩ日本会議 バリアフリー担当顧問 

大竹 浩司 一般財団法人 全日本ろうあ連盟 理事 

小幡 恭弘 公益社団法人 全国精神保健福祉会連合会 事務局長 

大日方 邦子 一般社団法人 日本パラリンピアンズ協会 副会長 

齊藤 秀樹 公益財団法人 全国老人クラブ連合会 常務理事 

田中 正博 全国手をつなぐ育成会連合会 統括 

妻屋 明 公益社団法人 全国脊髄損傷者連合会 理事長 

土岐 達志 社会福祉法人 日本身体障害者団体連合会 副会長 

橋口 亜希子 一般社団法人 日本発達障害ネットワーク 事務局長 

藤井 貢 社会福祉法人 日本盲人会連合 組織部長（理事） 

【施設管理者・設計施工関係団体等】 

風間 淳 一般社団法人 日本ホテル協会 福祉・環境問題等委員会 副委員長 

梶原 優 一般社団法人 日本病院会 副会長 

黒田 和孝 一般社団法人 全日本駐車協会 専務理事 

粉川 季雄 一般社団法人 全日本シティホテル連盟 専務理事 

小山 修司 一般社団法人 日本フランチャイズチェーン協会  

高橋 寛 一般社団法人 日本ビルヂング協会連合会 政策委員 

髙橋 広直 一般社団法人 日本建設業連合会 設計企画部会 委員 

中山 庚一郎 公益社団法人 国際観光施設協会 名誉会長 

成藤 宣昌 公益社団法人 日本建築士会連合会 専務理事 

早川 文雄 一般社団法人 日本建築士事務所協会連合会  

村上 哲也 一般社団法人 日本ショッピングセンター協会 事務局長 

連 健夫 公益社団法人 日本建築家協会 委員長 

【審査側団体】 

大宅 宏之 大阪府 住宅まちづくり部 建築指導室 建築企画課 課長補佐 

木戸 麻亜子 神奈川県 県士整備局 建築住宅部 建築指導課 主任技師 

工藤 秀仁 東京都 都市整備局 市街地建築部 建築企画課 課長代理 
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【オブザーバー】 

名畑 徹 内閣官房 東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ競技大会･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ競技大会推進本部 

事務局 

参事官補佐 

前田 百合香 横浜市 建築局 建築指導部 建築環境課 技術職員 

西村 文彦 文部科学省大臣官房施設企画部施設企画課 課長補佐 

久保 幸司 厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部 企画課 課長補佐 

橋口 真依 厚生労働省 老健局 高齢者支援課 課長補佐 

安倍 利男 厚生労働省 大臣官房会計課 施設整備室 営繕専門官 

島村 泰彰 国土交通省総合政策局安心生活政策課 課長補佐 

西村 研二 国土交通省 大臣官房官庁営繕部 整備課 課長補佐 

中西 浩 国土技術政策総合研究所住宅研究部住宅ストック高度化研究室 室長 

小野 久美子 建築研究所 建築生産研究グループ 主任研究員 

【事務局】 

 国土交通省住宅局建築指導課  

 一般社団法人 新・建築士制度普及協会  

 一般財団法人 国土技術研究センター  

 株式会社 市浦ハウジング＆プランニング  
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「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した 

建築設計のあり方に関する検討委員会」について（案） 

 

１．趣旨 

○2020 年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会の開催に向け、全

国展開を見据えつつ、世界に誇れる水準でユニバーサルデザイン化された公共施

設・交通インフラの整備とともに、心のバリアフリーを推進することにより、共生

社会を実現する必要があるため、ユニバーサルデザイン 2020 関係府庁等連絡会議

において検討が進められている。 

○上記の検討を受け、東京のみならず全国の建築物のバリアフリー化を一層進めるた

め、国土交通省に「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計のあり方

に関する検討委員会」を設置し、建築設計標準の改正について調査・検討を行う。 

○特に、国内外からの来訪者を幅広く受け入れることができる客室を増やすため、一

般客室等の一層のバリアフリー化を進めるための検討を重点的に行う。 

○なお、建築設計標準は、平成 19 年度、平成 24 年度と 5年毎に改訂しており、平成

29 年度が改訂の時期にあたるが、建築物のバリアフリー化を加速するため、平成

28 年度内を目処に改訂を行うことを目標とする。 

 

 

２．委員会構成（資料１－１参照） 

○構成員：学識経験者、障害者団体等、施設管理者・設計施工関係団体等、審査側団

体（特定行政庁）、関係省庁※      ※ 関係省庁は、オブザーバーとして参加 

○事務局：国土交通省住宅局建築指導課、（一社）新・建築士制度普及協会、（一財）

国土技術研究センター、（株）市浦ハウジング＆プランニング 

 

 

３．スケジュール（資料４参照） 

○委員会は 4回程度（9月、10 月、11 月、12 月頃を予定）開催する。 

○委員会終了後、パブリックコメントを実施（1月頃を予定）し、平成 28 年度内に改

訂版・建築設計標準を公表することを目標とする。 

 

 

４．検討概要 

(1) 高齢者・障害者等団体等から指摘されている事項の整理・分析 

 ○「東京 2020 アクセシビリティ・ガイドライン」、「ユニバーサルデザイン 2020 関

係府庁等連絡会議」等の検討過程等において障害者団体等から出された意見や国

交省に寄せられた意見等を整理・分析し、現行の建築設計標準の内容との関係を

整理する。  
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(2) 主要検討事項 

 ①「２．９ 客室」に係る内容の改訂検討 

  ○国内外からの来訪者を幅広く受け入れることができる客室を増やすため、一般

客室等について、一層のバリアフリー化を進めるための検討を行う。 

 ホテル・旅館の客室等のバリアフリー化に係る現状把握・整理（整備状況、

整備事例、他基準での規定内容、都道府県条例の設置状況や規定内容等） 

 整備状況・内容の課題、建築設計標準の記述に対する意見について、障害

者団体等へのヒアリング調査の実施 

 一般客室のバリアフリー化に係る記述の追加についての検討（具体的な最

小寸法（ドア幅など）・設備のあり方、改築等における物理的制約、技術

的・コスト的な課題の整理等） 

 バリアフリー客室、一般客室のバリアフリー化の整備好事例の調査・収

集・整理 

 

 ②「２．１１ 浴室・シャワー室・更衣室」に係る内容の改訂検討 

  ○旅館やホテルに設けられた浴室・更衣室のバリアフリー化を図ることや、高齢

者・障害者の利用するスポーツ施設等の浴室・シャワー室・更衣室等のバリア

フリー化・施設利用の促進を図るための検討を行う。 

 浴室・シャワー室・更衣室等のバリアフリー化に係る現状把握・整理（整

備状況、整備事例、他基準での規定内容、都道府県条例の設置状況や規定

内容等） 

 整備状況・内容の課題、建築設計標準の記述に対する意見について、障害

者団体等へのヒアリング調査の実施 

 浴室・シャワー室・更衣室の整備好事例の調査・収集・整理 

 

 ③「２．７ 便所・洗面所」に係る事例の追加検討 

  ○国内外の来訪者が利用する可能性があるが、法の対象とならない用途や規模の

建築物におけるトイレのバリアフリー化、また前回改訂時に記述の充実を図っ

たトイレの機能分散を促進するため、トイレの整備好事例（新築、改修（効果

的な改修方法等の情報を含む））の充実を図る。 

 便所・洗面所の整備好事例の調査・収集・整理 
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(3) その他の検討事項 

  

 ○学識委員及び障害者団体等の意見を踏まえた、主要項目以外に係る見直しに係る

検討 

○追補版（H26 年度）の反映（１．２ 建築物全体の計画のポイント（要 加筆修

正）、２．１０劇場等の客席・観覧席、事例集、その他） 

 ○都道府県推薦優良事例一覧の更新（都道府県に照会、リストを更新） 

○図版・写真の修正・追加等（電動車いすの寸法・基本動作寸法等の情報の充実等） 



1 

■ 他の検討における各団体の意見等の整理 
 
・これまでに他の検討において各団体から出されている意見の概要について、関連す

る建築設計標準第 2 章（単位空間の設計）の項目に照らして、以下に整理する。 
 

建築設計標準第２章 

（単位空間の設計） 
各団体からの意見の概要 

２．１ 

敷地内の通路 

・十分な幅員確保 
・一方通行や中央ラインでの区切り等の配慮や工夫 
・最寄り駅から会場までの水平アクセスの確保 
・滑らない床材、杖が溝にはまらない幅のグレーチングの採用 
・長い距離のスロープは、勾配を緩く 
・入口から遠回りしないで利用できる位置や、雨に濡れずに利

用できる位置へのスロープ設置 
 

２．２ 

駐車場 

＜車いす使用者用駐車場＞ 
・横幅、奥行きの確保 
・リフト付き車両の使用や競技用車いすの持ち込み等に配慮

し､必要なスペースを備えた駐車場の確保 
・駐車台数に応じた、最大限の台数確保 
・できるだけ施設出入口付近に設置 
・雨に濡れないように屋根を設置 
・障害者等用駐車スペースの不正利用禁止について、パーキン

グ・パーミット制度の実施など、実効性のある方法での実現 
 
＜通路等＞ 
・歩車道の完全分離、車止めブロックの後ろに通路を設置 
・歩行者の安全を考えた動線 
・駐車スペースにも多機能トイレを設置 
 

２．３ 

建築物の出入口 

・全ての観客用出入口の段差解消 
・一般客も利用する大規模なスロープの設置 
・車いすゲートの設置 
・ドアのわかりやすさ確保（透明ではぶつかるので、色をつけ

て分かりやすく） 
 

２．４ 

屋内の通路 

・床の段差解消 
・複数の移動ルートの確保 
・十分な幅員確保 
 

２．５ 

階段 

・階段下等に視覚障害者が追突しない配慮 
・階段や危険箇所への警告ブロックの設置 
・弱視者に対応したコントラストの確保 
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建築設計標準第２章 

（単位空間の設計） 
各団体からの意見の概要 

２．６ 

エレベーター・ 

エスカレーター 

＜エレベーター＞ 
・複数台設置 
・大型のかご（24 名・30 名以上）の採用 
・双方向エレベーターの採用 
・袖壁のない（出入口幅の広い）エレベーターの採用  
・ドアにガラス設置、シースルー型エレベーターの採用 
・出入口から遠回りしないで利用できる位置や雨に濡れずに利

用できる位置への設置、（選手の利用する）バックヤードへ

の設置 
・設置位置に配慮した案内標識の設置 
・エレベーターの音声案内とパネル表示の標準化 
 
＜エスカレーター＞  
・踏み段、くし板への滑らない素材の採用 
・利用者に配慮したエスカレーターの速度設定 
・誘導設備（点字ブロック、音声案内）の設置 
 

２．７ 

便所･洗面所 

＜車いす使用者用便房＞ 
・一般便所付近への車いす使用者用便房の併設 
・出入口から個室までの幅員確保・段差解消 
・直径 1500mm 以上のスペース確保 
・介助者による便座への移乗支援がしやすい空間確保 
・右勝手、左勝手への配慮 
・盲ろうの車いす使用者が利用しやすいトイレの設置（多機能

トイレは広過ぎて、物の位置関係を把握するのが困難） 
・既存のホテル、駅、デパート、文化施設、都市公園や秋葉原

のような大型連続ショッピング街等については、国が整備要

項を定め、都を始め関係機関・団体に強力に働きかけること。

また必要に応じた予算処置の実施 
 
＜オストメイト用設備を有する便房＞ 
・多機能便房とは別に設置 
 
＜大型ベッド付き便房＞ 
・障害者のおむつ交換スペースの確保 
・折りたたみ式の大人用ベッドの設置 
 
＜多機能便房等＞ 
・一般便所付近への併設（2 カ所） 
・車いす用席 15 席に付き 1 つの比率で設置 
・異性介助に配慮したトイレを多く設置 
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建築設計標準第２章 

（単位空間の設計） 
各団体からの意見の概要 

・1 層に集中せず、水平・垂直方向に分散設置 
・オストメイト対応設備の設置（ストーマの車いすユーザーへ

の対応） 
・駐車場とスタンドを結ぶ導線上への、複数箇所設置 
・競技者控室への設置、競技用車いすに対応した出入口幅員

（1000mm 以上）の確保 
・利用マナーの向上 
・多機能トイレの複数設置、機能の分散、トイレのロケーショ

ン情報システムの導入。 
 
＜簡易型機能を備えた便房＞ 
・一般便所（男・女）への設置 
・建築設計標準に基づく、フルスペックの多機能便房と簡易型

機能便房の併設の推進 
 
＜その他の便所、便房＞ 
・多機能便房と一般便所の両方への、オストメイト対応設備の

設置 
・個室ブースへのフラッシュライトの設置（聴覚障害者対応） 
・緊張が強い方や対人距離が近いと落ち着かない方が、落ち着

いて活用できるような環境整備（光・音・空調） 
・ベビーベッド、ベビーチェア、小児用小便器の（多機能便房

ではなく）一般便所への設置 
・便所とは別に独立した授乳室の設置 
 
＜その他＞ 
・飲食店を含めた店舗の UD 化を推進 
・道路がバリアフリー化されていても、小さな店舗はされてい

ないことが多く、連携を図ってほしい。 
 

２．９ 

客室 

・宿泊施設のバリアフリールーム２％の整備を進め、さらに、

一般客室の UD 化を推進 
・一般客室もある程度、車いすで入れるように整備 
 

２．10 

劇場等の客席･ 

観覧席 

＜車いす使用者用客席への配慮＞ 
・バリアフリー対応の客席近くへのスロープやエレベーターの

設置 
・通路からアクセスしやすい場所への設置 
・水平方向、垂直方向への分散配置 
・総席数の 1%以上を常設の車いすスペースとして確保 
・総席数の 0.2%を仮設車いすスペースとして確保 
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建築設計標準第２章 

（単位空間の設計） 
各団体からの意見の概要 

・各階層にその席数の 1%を設置  
・エリアごとに色分けするなどの工夫 
・座席番号と座面のコントラストの確保 
・前席の人が立ち上がっても視界がさえぎられないサイトライ

ンの確保 
・トラックの一番外側（手前まで）までの視界を確保 
・サイトラインの高さの異なる数パターンの席の設置 
・聴覚障害を持つ車いす使用者に配慮し、会場や電子掲示板が

一番見やすいところに設置。 
・視界をさえぎらない高さの手すり（80cm 以下）  
・1 席の場合は幅 915mm、2 席以上並列の場合は 840mm 以

上 
・奥行きは 130cm 以上  
・後部に車いすが回転可能なスペースを確保  
・リクライニング式車いすなど、1 席では収まらない車いすで

も観戦できるような配慮（隣の席とつなげる等） 
・介助者も含む同伴者と一緒に観戦を楽しめる設計 
・介助者席を障害者と横に並ぶように設置 
・最低 1 名は同伴者席を設置。2 名以上の場合も、前席などす

ぐ近くの席に座れるように配慮 
・車いすが後ろの席の視界をさえぎらない構造 
 
＜視覚障害者への配慮＞ 
・弱視者が（陸上トラックなどを）単眼鏡で視認しやすいよう

に「シーライン」を確保 
・実況放送などを聞きながら楽しめる、放送ブース及び配線・

備の設置 
・客席の眩しさ防止のため、日が当たらない席の設置 
 
＜音響＞ 
・スピーカー等、音響機材付近の座席の明確化 
・座席やエリアにおける音量差の解消 
・反響軽減対策 
・防音設備のある観戦ルームの設置  
・防音エリア（大きな音が聞こえないエリア）の設定 
 
＜その他＞ 
・車いす使用者で一般席を希望する方を想定した、移乗しやす

い座席と側に車椅子が置けるスペースの設置 
・階段の手すり設置 
・客席への肘掛設置  
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建築設計標準第２章 

（単位空間の設計） 
各団体からの意見の概要 

・高齢者が、なるべく階段の昇り･下りをしなくても利用でき

る観客席を優先的に利用できるような配慮 
・他の人々が着席していても高齢者が移動しやすいスペースが

確保できる観客席を設置 
・客席の広さ、前後左右・通路のスペースの確保（特別席とす

る場合は特別席の増設） 
・特別なニーズのある人が使えるボックス席の設置 
・個室もしくは仕切りのある観戦席の設置 
・途中退席しやすい座席配置や広めの通路確保 
・車いす利用ではないが、足腰・長身・横幅が広い等何らかの

理由で配慮された席が必要な人のための席の設置 
 

２．11 

浴室･シャワー室･ 

更衣室 

・障害のある選手が使えるよう、バックヤードのバリアフリー

化 
・車いす使用者も使用することができる、シャワー、ロッカー

等の設置 
・障害者が床に降りて更衣できるスペースの確保 
 

２．12 

避難設備・施設 

・上層階における避難エリアの確保 
・緊急時アナウンスや案内放送等を知らせる大型電光掲示板、

（通路への）ディスプレイの設置 
・一般客も利用する大規模なスロープの設置 
・誰にも分かりやすい避難経路及び避難体制の確保 
・避難誘導が分かりやすく行われるようなハード面、ソフト面

の充実 
 

２．13 

造作･機器 

Ａ．手すり 

Ｂ．段差解消機 

Ｃ．カウンター･記載

台･作業台･事務机

等 

Ｄ．水飲み器･自動販

売機等 

Ｅ．コンセント・ス

イッチ類 

Ｆ．乳幼児等用設備 

Ｇ．案内表示 

Ｈ．視覚障害者誘導

用設備 

 
 
 
 
 
＜Ｄ．水飲み器･自動販売機等＞ 
・客席から遠くない位置への便所と無料の水飲み場の設置 
 
＜Ｇ．案内表示＞ 
・部屋番号、エレベーター行き先ボタンの明瞭化 
・廊下の照明を明るく 
 
＜Ｈ．視覚障害者誘導用設備＞ 
・道路と建物の点字ブロック連続性の確保、建物の入口を認識

できるように 
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建築設計標準第２章 

（単位空間の設計） 
各団体からの意見の概要 

Ｉ．情報伝達設備 ＜Ｉ．情報伝達設備＞ 
・ホテルの客室やエレベーター等における、非常時の情報伝達

のためのフラッシュや文字情報設備の設置 
・スピーカーの改善、環境騒音の低減、補聴支援システム（磁

気ループ・赤外線等）の導入 
 

その他 ＜休憩スペース等＞ 
・建物内にオープンスペース（公開空地）や個室など、刺激を

遠ざける環境の整備 
・具合の悪くなった方の一時休憩、医療的ケアが必要な方の利

用スペースの確保 
・疲れた時に、人から離れた静かな場所でしばらく座って休む

場所（ベンチ、ソファー等）、優先席の設置 
・横になりたい人のための静養室を兼ねた保健室の設置 
・喫煙場所の確保 
 
＜待合室、控室等＞ 
・微細調節可能な空調機能、冷房設備の備えられたウエイティ

ングルームの設置 
・小規模な控室の確保 
 
＜盲導犬、介助犬対応＞ 
・盲導犬、介助犬のトイレスペース・設備の設置 
・競技者の補助犬待機場所確保（犬は暑さに弱いため、 冷房

が完備された安全な待機場所を確保） 
・補助犬ユーザーの座席選択の尊重（大音量の近くは避けたい。

大型犬は足場の広い席が良い。隔離された気分になる席は遠

慮したい。等） 
 
＜その他＞ 
・飲食店を含めた店舗の UD 化を推進 
・道路がバリアフリー化されていても、小さな店舗はされてい

ないことが多く、連携を図ってほしい。 
・一気通貫の（連続性に配慮した）まちづくり（商業ビルと駅

ビルの連携など） 
・災害時の仮設住宅・公営住宅の設計基準に車いす対応の規格

の追加 
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■ 主要検討項目に係る検討の方向性 
・ 資料２等を踏まえた、参考資料作成の方向性は下表の通りとする。 
◇客室 

指摘等があった事項 参考資料の作成方向 

・東京 2020 アクセシビリティ・ガイドラ

イン（案）に記載された車いす使用者

用客室の基準等について、多くの宿泊

施設の計画・設計に普及を図るべきと

の指摘がある。 

・車いす使用者用客室について、東京 2020
アクセシビリティ・ガイドライン（案）

のほか、海外の基準や好事例等も踏ま

え、記述の充実を図る方向で検討を行

う。 

・車いす使用者用客室に関連する好事例

を紹介する方向で検討を行う。 
・宿泊施設の車いす使用者用客室２％の

整備を進めることとあわせ、一般客室

のバリアフリー化を促進すべき、また

一般客室もある程度、車いすで入れる

ように整備すべきとの指摘がある。 

・一般客室における高齢者、障害者等へ

の配慮について、障害者団体等へのヒ

アリングや好事例等も踏まえ、記述の

充実を図る方向で検討を行う。 

・車いす使用者用客室やバリアフリー化

の図られた一般客室の整備を、新築の

みならず改修によっても促進すべきと

の指摘がある。 

・改修における課題（スペース、段差、

設備計画、運営しながらの改修等）と

その対応等について、施設運営者・設

計者等へのヒアリングや好事例等を踏

まえ、記述の充実を図る方向で検討を

行う。 

・改修による車いす使用者用客室整備等

に関連する好事例を紹介する方向で検

討を行う。 
・客室における聴覚障害者等への情報伝

達設備について、最新の状況を踏まえ

たものとすべきとの指摘がある。 

・情報伝達設備等について、当事者団体・

メーカー等へのヒアリングや好事例等

を踏まえ、記述の充実を図る方向で検

討を行う。 
・宿泊施設における客室以外のスペース

やソフト対応についても、高齢者、障

害者等の利用に配慮したものとすべき

との指摘がある。 

・東京 2020 アクセシビリティ・ガイドラ

イン（案）や好事例等も踏まえ、第１

章１．２（４）用途別のチェックポイ

ント等における記述の充実を図る方向

で検討を行う。 

 

第１回委員会資料 

資料３ 
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指摘等があった事項 参考資料の作成方向 

・予約の際に宿泊施設のホームページ等

で、幅員やスペース、情報伝達設備の

状況等についての情報があるとよいと

いう指摘がある。 

・利用ニーズに対応した情報提供のあり

方について、当事者団体・施設運営者

等へのヒアリングや好事例等を踏ま

え、記述の充実を図る方向で検討を行

う。 
 

◇浴室･シャワー室･更衣室 
指摘等があった事項 参考資料の作成方向 

・東京 2020 アクセシビリティ・ガイドラ

イン（案）に記載された浴室・シャワ

ー室・更衣室の基準等について、多く

の施設の計画・設計に普及を図るべき

との指摘がある。 

・浴室･シャワー室･更衣室について、東

京 2020 アクセシビリティ・ガイドライ

ン（案）のほか、海外の基準や好事例

等も踏まえ、記述の充実を図る方向で

検討を行う。 
・障害者が床に降りて更衣できるスペー

スを確保すべきとの指摘がある。 
・浴室･シャワー室･更衣室に関連する好

事例を紹介する方向で検討を行う。 

・スポーツ施設等において、車いす使用

者も使用することができるシャワー、

ロッカーや更衣スペース等を設置・整

備すべきとの指摘がある。 

・浴室･シャワー室･更衣室について、ス

ポーツ施設と入浴施設等の違いなども

考慮しつつ、記述の充実を図る方向で

検討を行う。 
 

◇便所・洗面所 
指摘等があった事項 参考資料の作成方向 

・多機能便房への利用集中を軽減するた

め、個別機能を備えた便房の設置を促

進すべき、また簡易型機能を備えた便

房の設置を促進すべきとの指摘があ

る。 

・トイレの機能分散に関連する好事例を

紹介する方向で検討を行う。 

・飲食店や小さな店舗等のバリアフリー

化を促進すべきとの指摘がある。 
・改修によるトイレ整備の好事例や、効

果的な改修方法等の情報等を紹介する

方向で検討を行う。 
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検討のスケジュール等 

 

■委員会の進め方 

・ 平成２９年度３月に、「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準」

の改正版を公表することを目標として、検討委員会を計４回開催することを予定

しています。 

・ 第１回検討委員会の後に１週間程度の期間を設け、第１回検討委員会資料につい

ての意見照会を行います。 

 

検討スケジュール（案） 

時期 委員会 検討内容 

平成 28 年 

9 月 9 日 

10:00 

第１回委員会  設立趣旨・目的・役割、予定検討の背景（バリ

アフリー化の取り組みに向けた政府の全体像） 

 これまでの建築設計標準の改訂経緯の整理 

 各団体の要望等の整理と改訂項目の骨子 

平成 28 年 

10 月 27 日 

17:00 

第 2 回委員会  各団体の要望等、これまでの意見を反映した改

訂箇所の整理 

 客室、浴室等に関する事例の紹介 

 客室に関する基準の考え方、一般客室の UD 化の

骨子 

平成 28 年 

11 月 21 日 

14:00 

第 3 回委員会  客室、浴室等に関する改訂素案の提示 

（文章及び図、事例） 

平成 28 年 

12 月 22 日 

16:00 

第 4 回委員会  改訂案（全体）の提示 

平成 29 年 

1 月頃 

パブリックコメントの実施 

（1カ月程度） 

平成 29 年 

3 月 

改正版 建築設計標準の公表 

 

  

第１回委員会資料 

資料４ 
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意見照会等について 

 

・第２回検討委員会資料作成の参考といたしますので、第１回検討委員会資料に係る

ご意見をお寄せ下さい。 

内容 ご意見等（お名前：            ） 

資料 3主要検討項目に係る 

検討の方向性に関するご意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他の資料、 

第２回検討委員会に向けた 

ご意見 
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・客室、浴室・シャワー室・更衣室、便所（改修）の好事例をご紹介ください。 

（優れている点等の写真データ等がありましたら、添付してください。また事例の数

に応じ適宜、欄を増やしてください。） 

 

◇客室 

好事例の名称、所在地  

優れている点 

 

 

 

 

 

◇浴室・シャワー室・更衣室 

好事例の名称、所在地  

優れている点 

 

 

 

 

 

◇便所（改修） 

好事例の名称、所在地  

優れている点 

 

 

 

 

 
資料の送付期限・送付先等について 

・送 付 期 限 ９月１５日（木） 

・送  付  先 〒１０５－０００１ 

東京都港区虎ノ門３－１２－１ニッセイ虎ノ門ビル７～９階 

一般財団法人 国土技術研究センター 

都市・住宅・地域政策グループ バリアフリー推進室 

沼尻恵子宛 

Tel ０３－４５１９－５００３ 

・メールアドレス k.numajiri@jice.or.jp 

・Ｆ  Ａ  Ｘ ０３－４５１９－５０１３ 



































































建築設計標準の改訂経緯の整理 
年 主な法律等 建築設計標準 作成・改訂の概要 

1982 
 

身体障害者の利用を配慮

した建築設計標準  

1993 

 
高齢者・身体障害者等の

利用を配慮した建築設計

標準（平成 6 年 10 月版） 

・ハートビル法施行を前に、「身体障害

者の利用を配慮した建築設計標準」を

もとに、最新の知見、設備機器の技術

的進歩などの成果を反映 

1994 ハートビル法 
施行（努力義務）   

2003 改正ハートビル法 
施行（義務） 

高齢者・身体障害者等の

利用を配慮した建築設計

標準（平成 15 年 2 月版） 

・ハートビル法改正を前に、記述や設計

事例を充実 

2006 バリアフリー法 
施行（義務）   

2007  
高齢者・身体障害者等の

利用を配慮した建築設計

標準（H19 年版） 

・バリアフリー法施行を受け、記述や設

計事例を充実 

2011 （改正障害者 
基本法施行） 

高齢者・身体障害者等の

利用を配慮した建築設計

標準（H24 年版） 

・床の滑りに係る評価指標及び評価方法

等について記述を充実 
・多機能便房における多様な利用者の集

中回避や、車いす使用者の利便性向上

に資する機能分散の考え方等につい

て記述を充実 
・バリアフリーの観点からの優良な設計

事例や、応急仮設住宅におけるバリア

フリー化の取組事例を紹介 

2014 （障害者権利 
条約発効） 

高齢者、障害者等の円滑

な移動等に配慮した建築

設計標準（劇場、競技場

等の客席・観覧席を有す

る施設に関する追補版） 

・東京 2020オリンピック・パラリンピ
ック競技大会の開催を踏まえ、特に劇

場・競技場等の客席・観覧席を有する

施設において多様な利用者が円滑に

利用できる環境整備を図ることを目

的として、建築設計標準（2012年版）
の内容を追補 

2016 （障害者差別 
解消法施行）   
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